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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

近年の気候変動に伴う災害リスクやサプライチェーンにおける環境・人権リスクが、私たちの日常生活や事業活動に与える
影響は、年々増大・深刻化しています。当社グループは、「三越伊勢丹グループ環境方針」「同人権方針」「同調達方針」のもと、さま
ざまな社会課題を克服し、次世代に持続可能な社会を引き継ぐため、温室効果ガス排出量削減につながる省エネ・創エネ・再エ
ネへの取り組み、資源循環や廃棄物抑制などの環境負荷の低減、環境や人権に配慮した調達活動を推進していきます。

考え方

2030・2050年目標と現状

主な取り組み

持続可能な社会・時代をつなぐ
当社グループは、2009年に制定した「三越伊勢丹グ

ループ環境方針」のもと、省エネ、省資源、環境に配慮し

たライフスタイルの提案など、環境に関するさまざま

な取り組みを推進してきました。

持続可能な社会を次世代につないでいくため、お取組

先をはじめとするステークホルダーの皆さまと協働し、

脱炭素社会および環境や人権に配慮したサプライ

チェーン構築の実現を目指しています。

重点取り組み

2

脱炭素社会に向けて
● TCFD提言に沿った情報開示
● 温室効果ガス排出量削減の取り組み
● 循環型社会に向けた4Rの取り組み

持続可能なサプライチェーンの構築に向けて
● サプライチェーン・マネジメント
● 人権デュー・ディリジェンス
● 品質管理

現状 2030年 2050年

脱炭素社会に
向けて

温室効果ガス排出量

▲48.4%
（2013年度比）

※2022年度実績速報値
（第三者検証中）

温室効果ガス排出量

▲50%
（2013年度比）

再生可能エネルギー導入比率

60%
（国内百貨店業の電力に占める割合）
※国内百貨店業の自社物件は100%

温室効果ガス排出量
実質ゼロ

持続可能な
サプライチェーンの
構築に向けて

お取組先行動規範の通知
約6,000社

お取組先との対話
198社

※2023年10月末時点

調達方針
従業員・お取組先への浸透率

100％
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199,691

175,201

18,181

温室効果ガス排出量（マーケット基準）

2022年度

129,578　

t-CO2
※

▲48.4　

%※

温室効果ガス排出量
（SCOPE1、2：マーケット基準）
2022年度

※現在、第三者検証中のため速報値
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※関連ページ：循環型社会に向けた
　4Rの取り組み
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237,986

140,267 143,245
129,578※

5.8% ▲1.1% ▲5.2%

2022

73.1 72.9 70.7

24,680

16,992
17,792

　三越伊勢丹グループでは、2050年の環境長期目標「温室効果ガス排出量実質ゼロ」に向けて、省エネ・
創エネ・再エネの3つを軸に、気候変動対応に取り組んでいます。2022年度は、これまでの省エネ・創エネ
施策に加えて、再生可能エネルギーの調達を進めたことで、2013年度比48.4％削減※となりました。
　廃棄物排出量、水使用量は、新型コロナウイルス感染症の影響下からの売上や客数の回復に伴い、増加
傾向にあります。廃棄物については、さらなるリサイクルを検討し、最終処分量の削減を進めていきます。
※現在、第三者検証中のため速報値

2,464

26,686

71.3 71.0

1,760 1,802

P.34

2022

1,923

2022

18,181

▲15.1% ▲20.5% ▲30.2% ▲44.,1% ▲42.9% ▲48.4%※

※現在、第三者検証中のため速報値

※上水・工業用水・井水を含みます

2,720
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ESGデータ集（コーポレートサイト） https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138

三越伊勢丹ホールディングスのウェブサイトには、下記以外の非財務情報も掲載しています。脱炭素社会に向けて

https://imhds.disclosure.site/ja/themes/138
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IPCC 2015年 Representative Concentration Pathway
（代表濃度経路シナリオ）8.5/2.6℃から4.8℃

WEO Stated Policies Scenario（公表政策シナリオ）

IEA Reference Technology Scenario（参照技術シナリオ）

WEO Sustainable Development Scenario（持続可能な開発シナリオ）

IEA Beyond 2℃ Scenario（2℃未満シナリオ）

IPCC 2014年 Representative Concentration Pathway
（代表濃度経路シナリオ）2.6/0.3℃から1.7℃

IEA World Energy Outlook（世界エネルギー展望）

国土交通省 「気候変動を踏まえた治水計画のあり方」提言

参照シナリオ

　三越伊勢丹グループは、気候変動対応を企業活動を営んでいく
うえでの重要課題として位置づけています。
　2021年度には気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
提言への賛同を表明し、そのフレームワークに沿った情報開示を
行い、ステークホルダーの方々とのエンゲージメントを強化して
いきます。
　当社グループは、TCFD提言の推奨する4つの項目「ガバナン
ス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」に沿った開示を行います。

ガバナンス

　気候変動を含むサステナビリティに関する重要事項は、執行役
会にて審議・決議を行い、取締役会に報告を行っています。取締役
会は、執行役会の報告を受け、取り組みの進捗を監督しています。
　CEOは、「サステナビリティ推進会議」および「コンプライアン
ス・リスク推進会議」の議長を務めており、リスクと機会を踏まえ
たサステナビリティに関する経営判断の最終責任を担っています。
　「サステナビリティ推進会議」は当社グループのサステナビ
リティ進捗の確認と今後の対応に関する議論、グループ全体で
の推進・浸透を役割としています。「サステナビリティ推進会
議」へは、課題別に設置された6つのワーキンググループから、
報告が行われます。業務統括部管財部と総務統括部サステナビ
リティ推進部によって構成される「環境ワーキンググループ」
が、各事業会社・各店舗総務部と連携し、気候変動への対応を進
めています。 P.17

戦略

　気候変動に関するリスクおよび機会は、中長期にわたり自社の
事業活動に影響を与える可能性があるため、2030年をマイルス
トーンとして、発現すると考えられるリスク・機会を検討しました。
　具体的には、気候変動対策が思うように進んでいない現在の延
長線上の「4℃の世界」、気候変動対策が進みパリ協定の目標が実
現した「2℃未満の世界」を想定しました。シナリオ分析では、国際
エネルギー機関（IEA）や、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
が公表する複数の既存シナリオを参照しています。
　気候変動に関するリスクと機会は、当社グループの事業活動に
大小さまざまな影響を与えることが分かったため、環境中期目標・
長期目標達成に向け、施策を検討、実行しています。具体的な取り
組みは、こちらをご覧ください。 P.32-37

2℃未満の世界 ～脱炭素化が進み、自然災害の激甚化にも歯止め～

4℃の世界 ～現状延長線上の世界で、自然災害はより激甚化～

●炭素価格の導入が進み、コスト上昇の圧力が高まる
●温室効果ガス排出量削減目標達成に向けて、省エネ・再エネ普及政策が高度化

消費者
政府・行政

サプライヤー
自社

●自然災害の激甚化に歯止めがかかり、百貨店店舗などの物理的リスクが減少
●より高度な省エネ対応、温室効果ガス排出量削減対策の実施が必須
●再エネ調達手段が多角化し、コスト低下が進展

●脱炭素・省エネ・環境配慮型商品や
サービスを選択

●企業の環境対策が企業イメージに
直結（環境対策に熱心な企業に共
感を覚える一方、環境対策に無関
心な企業の商品・サービスを拒絶）

●化石燃料から再生可能エネル
ギーへの転換

●脱炭素化を要請する動きが一般化
●炭素価格の影響で製品価格が上昇

●現行の税制や規則継続
●炭素価格などが導入された場合も財務影響は比較的軽微

消費者政府・行政

サプライヤー
自社

●自然災害の激甚化によって、百貨店店舗などの物理的リスクが顕在化
●現行の省エネ対応、温室効果ガス排出量削減対策の推進
●再エネのコスト高が継続し、切り替えが十分に進まない状態
●地球温暖化の進展によって、冬物衣料などの不振の拡大
●頻発する自然災害によって、顧客の消費マインドが停滞し、売上減少

●高まる脱炭素商品に対するニーズ
●高まる省エネ商品に対するニーズ
●高まる環境配慮型サービスに対す
るニーズ

●地球温暖化の進行によって、冬物
衣料などへの需要停滞

●頻発する自然災害によって、停滞す
る消費マインド

●自然災害の激甚化により、操業停
止・製品供給が寸断されるリス
クが顕在化

●化石燃料への依存が継続

TCFD提言に沿った情報開示



●後方照明のLED化
●長期修繕計画による高効率機器
への更新

●新技術を用いた設備システムの
導入による省エネの推進

●グループ購入電力の
再エネ導入開始、継続的に
計画を見直し

2013年度比
50％削減

排出量

省エネ推進、太陽光発電システム設置の検討、再生可能エネルギーの調達

容器包装等資材の絞り込みや代替素材への転換、お取組先との協業による温室効果ガス排出量削減

●長期修繕計画による高効率機器
への更新

●新技術を用いた設備システムの
導入による省エネの推進

●グループ購入電力の
再エネ導入拡大

●温室効果ガス排出量実質ゼロを
目指す

●長期修繕計画による高効率機器
への更新

●新技術を用いた設備システムの
導入による省エネの推進

●温室効果ガス排出量実質ゼロ

2013 2020 2024 2030 2040 2050

目標

削減

削減

SCOPE1、2

SCOPE3

温室効果ガス
排出量実質ゼロ

（年）

3 1

 
イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

リスク管理

　気候変動に関するリスクは、サステナビリティ全般の課題におけるリスクと同様
に、組織全体のリスク管理プロセスで評価、分析し、CEOを議長とする「コンプライ
アンス・リスクマネジメント推進会議」 P.67 にて、議論、検討、モニタリングを
行っています。

リスクの識別・評価のプロセス

1. 当社グループに影響を与えると考えられる、気候変動に関するリスク・機会
を抽出

2. 抽出したリスク・機会をお客さま・お取組先・株主／投資家・地域社会／コミュ
ニティなどのステークホルダーに与える影響度と、リスク・機会発生の可能性
の2軸でプロット

3. プロットされた項目ごとの影響度について、定量面・定性面双方の視点から検
討し、重要度を確定

指標と目標

　気候変動に関するリスク・機会を管理するための指標として、Scope1、2の温室効
果ガス排出量と、再生可能エネルギー導入比率の2つの指標を定めています。

気候変動に関するリスクと機会 事業への影響
財務への影響度

2℃未満 4℃

リスク

物理的
リスク 異常気象の激甚化

● 店舗が被災し損害が発生することによるコスト増

▼▼ ▼▼▼● 台風などにより店舗が営業できないことによる売上減少

● サプライチェーンが寸断し商品調達できないことによる売上減少

移行
リスク

地球温暖化の進展
● 防寒商品の売上減少

▼ ▼▼▼● 気温上昇に伴い消費者の外出が減り来店客が減少することによる
売上減少

炭素価格制度の
導入

● エネルギーコスト増
▼▼▼
約15億円

▼▼
炭素価格は
導入されて

いないと想定

● 温室効果ガス排出量削減に向けた設備投資のコスト増

● 商品調達原価の上昇

機会

消費行動の変化 ● 環境配慮型消費への関心の高まりと対応 △△△ ▼

省エネ化の実現 ● エネルギーコストの削減 △△
約44億円

△
約40億円

企業に対する評価
● 環境対応企業を目指すことによるステークホルダーからの評価、

イメージ向上 △△ △

2030年 温室効果ガス排出量 2013年度比 ▲50％
再生可能エネルギーの導入比率（国内百貨店業の電力に占める割合） 60％

2050年 温室効果ガス排出量 実質ゼロ

▼：事業リスク拡大　△：事業収益機会拡大
※1ドル=110円として算出

　2021年度は新型コロナウイルス感染症の影響から脱却し、売上・客数ともに回復
したことから、温室効果ガス排出量は増加しました。2022年度は、店舗の後方照明
のLED化、長期修繕計画における高効率機器への切り替え、新技術の導入に加えて、
再生可能エネルギーの調達を実施したことにより排出量は48.4％削減※となりまし
た。具体的な取り組みは、P.32-33 をご覧ください。
　なお、2023年度は再生可能エネルギーの調達量減少に伴い一時的には排出量増
加が見込まれますが、現在調達計画の見直しを行い、2030年の中期目標達成に向
けたロードマップの精緻化を進めています。
　また、温室効果ガス排出量はSCOPE1、2にとどまらずサプライチェーン全体で
の削減が必要であるという認識のもと、2018年度より、SCOPE3のCO2排出量の
算定・開示を行っています。 ※現在、第三者検証中のため速報値
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省エネ ～AIスマート空調の導入～

　伊勢丹新宿本店では、フロア空調の使用エネルギー（電力および
ガス）年間使用量を導入前と比較して50％削減することを目指し
て、AIスマート空調の導入に取り組んでいます。
　AIがフロアの混雑状況、時間帯のデータを蓄積・分析し、それぞ
れのお買場（売場）に適した空調環境を提供していきます。伊勢丹
新宿本店での効果検証を終えた後、店舗を順次拡大し、温室効果
ガス排出量の削減を進める予定です。

省エネ ～LEDへの切り替え～ 

　東日本大震災後の2011年より、百貨店店舗の天井照明を全て
LED化することを目標とし、2022年度までに約91億円を投資し
約53万台の照明器具をLEDに交換しました。蛍光ランプ、 HIDラ
ンプ（水銀灯などの放電管）、および一部残存していたハロゲンラ
ンプをLEDに交換する工事を実施し、2019年度までに当社グルー
プの店舗の天井照明LED化が95％を超えました。2020年度以降
は、店舗の後方照明LED化を進めています。
　LED化を進め、電力削減による温室効果ガス排出量削減の概算
は、累計40,289t-CO2となっています。

創エネ 

　伊勢丹新宿本店、三越銀座店では、太陽光発電による創エネへの
取り組みを実施しています。2023年2月より、新たに三越伊勢丹物
流センター（埼玉県所沢市）の屋上を利用し、太陽光パネルを設置
しました。物流センターで使用する年間電力の１/４を発電予定で、
約230t-CO2の温室効果ガス排出量の削減を見込んでいます。
　これらの施策を通じて、2022年度は148,270kWhを発電し、
店舗・事業所内で使用しました。

空調のイメージ図

三越伊勢丹物流センター屋上の太陽光パネル

三越銀座店屋上の太陽光パネル

（左）環境測定センサーCO2センサー　（右）温室センサー

D お買場B お買場

C お買場A お買場

D 売場B 売場

C 売場

売場ごとに混雑状況が異なるにもかかわらず、
一括制御体制の空調環境

（例）食品フロア
A 売場

10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00

10:00 12:00 14:00 16:00 18:00 20:00

これまで

AIが混雑状況や時間帯を分析し、
それぞれのお買場に適した空調環境へ

AI

太陽光パネル
太陽光パネル

設置台数
（台）

投資金額
（百万円）

削減量概算
ロケーション基準 

（t-CO2）

2011年度 144,510 1,090 12,056 

2012年度 21,083 409 755 

2013年度 47,631 1,091 4,727 

2014年度 4,805  79 260 

2015年度 5,365 209 641 

2016年度 88,724 2,135 10,496 

2017年度 146,945 2,697 8,203 

2018年度 43,067 828 1,611 

2019年度 1,396 27 109 

2020年度 6,316  117 241 

2021年度 4,042 81 209 

2022年度 16,708  408 981 

累　計 530,592 9,172 40,289 

温室効果ガス排出量削減の取り組み
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

安全・安心で快適な建物環境

　伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店は、2016年3月に
「CASBEE不動産評価認証」で最高位のSランクを取得し、その後も
認証を更新取得しています。その後、2021年度に伊勢丹浦和店、
新潟伊勢丹（（株）新潟三越伊勢丹）、2022年度に仙台三越、静岡伊
勢丹も認証取得し、Sランクの評価をいただきました。
　CASBEE不動産評価認証の評価項目は、建物の環境品質や環境
負荷低減などからなり、「耐震化、維持管理、省エネ対策、周辺環境
への配慮に積極的に取り組んでいること、築年数が経過しても良
好なメンテナンスと企業としての環境配慮により高い環境性能を
維持していること」が評価されました。また、同認証は5年ごとの更
新制となっており、有効期限内に登録更新を行っています。

百貨店店舗の屋上緑化 

　伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店の屋上では、緑化
工事を進め、温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。日
射を遮断し、コンクリートの蓄熱を防ぐことにより建物最上階の
空調負荷が低減され、建物の省エネを実現でき、地球温暖化対策
の一環として注力しています。
　特に、①表面の温度上昇の抑制効果 ②省エネ効果 ③空気の清
浄・ヒーリング効果のほか、周辺緑地をエコロジカルネットワークで
つなぐ効果があり、生物多様性の保全に貢献しつつ、都心の商業施
設にある憩いの場として、お客さまに活用されています。
　伊勢丹新宿本店「アイ・ガーデン」、三越日本橋本店「日本橋庭
園」、三越銀座店「銀座テラス」は（公財）都市緑化機構のSEGES

（シージェス）「都市のオアシス」に認定されています。

グループオフィスビルでの屋上養蜂と芋緑化 

　三越日本橋本店、三越銀座店、岩田屋三越では、屋上でミツバチ
を育て、採蜜したハチミツを販売・活用してきました。
　2019年、新宿区障害者福祉事業所等ネットワークが、障がい者
の就労機会の創出と地域の方々との交流を目指し「しんじゅ
Qualityみつばちプロジェクト©」を立ち上げ、伊勢丹新宿本店はこ
のプロジェクトに賛同し参画しました。
　2021年3月、「しんじゅQualityみつばちプロジェクト©×ISETAN」
＜MIEL ISETAN SHINJUKU＞をスタートさせ、当社グループ
オフィスビルの屋上を使った都市養蜂を行い、同年9月に新宿産の
ハチミツを使った商品を伊勢丹新宿本店で販売しました。さら
に、2022年5月から、ミツバチとひとを守る緑のカーテンとして架
台に吊るした「サツマイモ」の栽培をスタート。新宿産の惣菜やス
イーツなどに加工して販売しました。

2016年 伊勢丹新宿本店、三越日本橋本店、三越銀座店

2021年 伊勢丹浦和店、新潟伊勢丹

2022年 仙台三越、静岡伊勢丹

三越日本橋本店「日本橋庭園」 ゆっくり丁寧な作業で採蜜状況を確認していきます

ツマグロヒョウモン（ヒョウの体の模様に似ていることから由来）：
「日本橋庭園」（2022年10月）

サツマイモの葉で屋上緑化し、空調エネルギーの削減を目指しています

CASBEE 不動産評価認証取得



廃棄量計量を通じた
食品ロスの削減

ワンウェイプラスチック
使用量の削減

当社グループにおける資源循環と4R

衣料品回収軟質フィルムの
リサイクル

マイバッグのある
ライフスタイルへ スマートラッピング

二次
流通

廃棄
修理 リフォーム 回収と再利用

買取・引取サービス

手放す

選ぶ

使う

回収する

Reduce

Refuse
Recycle

Reuse

Reuse

つくる

Refuse

Reduce

Reuse

Recycle 4R

Reuse
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

　大量生産・大量消費・大量廃棄は、気候変動をはじめとする、
さまざまな負の外部性をもたらしています。それらの課題を克服
し、持続可能な社会を構築するためには、循環型社会への移行は
欠かせません。また、お客さまをはじめとするステークホルダー
の関心も高まっています。
　三越伊勢丹グループでは、循環型社会の実現に向けた取り組み
を通じて、環境負荷の低減を図るとともに、新たなサービス機会
の創出や、コストの削減につなげています。

4Rの取り組み

　百貨店業を中心とする、当社グループらしい4Rに取り組んで
います。

Refuse
ご辞退の提案

目的に合わせた選択肢をお客さまに提示しています。
買物袋ご辞退による包装資材使用量抑制、スマートラッピング、
カードご利用明細のWEB化など

Reduce
減らす

生産や発注を見直し、資源の使用や廃棄量を減らします。
受注販売による適正在庫の実現や、用度品の軽量化によるプラス
チック使用量の削減など

Reuse
再利用する

モノを大切に長く使うライフスタイルの提案をしています。
修理やリフォーム、衣料品などの買い取りと二次流通、ハンガー
の回収と再利用など

Recycle
資源を再生する

焼却廃棄ではなく新たな資源につなげています。
食品残渣（ざんさ）の飼料・肥料・燃料化、軟質フィルムのマテリアル
リサイクルへの参画、お客さまお持ち込みによる衣料品回収、リサ
イクル繊維を使用したオリジナルバッグの販売など

4R=Refuse, Reduce, Reuse, Recycle

循環型社会に向けた4Rの取り組み
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

　お客さまの「こころ」を包むラッピングは、百貨店が提供する価
値の中でも大切なものの一つです。私たちは贈り物文化を大切に
しながらも、より環境負荷の低い形をご提案するために、スマー
トラッピングを進めています。特に中元・歳暮の「エコ包装」は、箱
を完全に包まず、表面にフィルムを被せる形をとることで、包装
資材の使用量を削減できる方法です。
　20年以上続けてきたこの活動は、多くのお客さまにご支持い
ただき、2023年の中元ではグループ百貨店全体のうち約67%
の贈り物で「エコ包装」をお選びいただきました。
　環境負荷をさらに抑えるために、三越のれんおよび伊勢丹の
れんでは、サトウキビ由来のバイオマス素材を配合したフィル
ムを採用。2021年の歳暮以降、順次切り替えを行いました。

　国内外で共通した社会課題の一つである食品ロス。食品の製
造過程においては、規格外・原料調達バランス、充填不良など、さ
まざまな理由からロスが起こります。（株）エムアイフードスタ
イルの自社工場では、製造過程における廃棄（フードロス）の削
減に向け、下記の取り組みを行っています。
①作業ラインにてロスが発生した品目・量とその要因を詳細に

記録
②毎週「生産管理担当」が責任者となり、さまざまな角度から、改

善策を検討
③ライン責任者と問題点を共有し、改善と実施検証を繰り返し

実施
④四半期ごとに、商品カテゴリー別に効果検証を実施
　以上の取り組みにより、仕入れた原料を無駄なく活用しフー
ドロスの発生量を着実に抑えるとともに、仕入れコストの無駄
や廃棄コストの削減も実現しています。

中元・歳暮のスマートラッピング 食品製造・加工におけるロス削減

Refuse
ご辞退の提案

グループ百貨店 エムアイフードスタイル

　石油プラスチックの使用量の抑制の一環として、2022年4月
に施行された「プラスチック資源循環促進法」対象品目におい
ても、使用量の削減を進めています。
　グループ百貨店での使用量のうち、最もウエイトが大きいのが
衣類カバーです。三越のれん・伊勢丹のれんのツーリストバッグ
では、不織布の薄肉化により、プラスチック使用量を約30%削減。
環境負荷を抑えるとともに、コストの抑制にもつなげています。

特定プラスチックの削減

Reduce
減らす

グループ百貨店

特定プラスチック使用量（2022年度）

※データの集計範囲はグループ百貨店（一部地域店を除く）
　カトラリー類は、お取組先使用分を含む

12.7t

26.2%

7.3t

28.3%

7.9t

27.9t

カトラリー類

衣類カバー
合計

衣類ハンガー

45.5%

一般社団法人日本有機資源協会
（JORA）認定バイオマスマーク取得

伊勢丹のれんで使用しているツーリストバッグ
（衣類カバー）

（株）エムアイフードスタイル 総和工場
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Reuse
再利用する

　「捨てない社会」「必要以上につくらない社会」を実現するため、
使われなくなったものをまた新たに活躍できる場所へと送り出
すビジネス「i’m green」。衣料品、バッグ、時計、宝石、骨董・美術
品などをお預かりし、専属の三越伊勢丹のスタイリスト（販売
員）が丁寧にご相談を承りながら、最適な方法をご提案します。
　2021年10月の開始以降、「三越伊勢丹だから安心できる」「こ
んなサービスを待っていた」といった信頼の声を多くいただき、
2021年度には単年度黒字化、2022年度は規模を拡大し、事業を
成長させています。
　具体的には、三越日本橋本店、伊勢丹新宿本店に続き、2023年
4月には伊勢丹浦和店に常設カウンターをオープン。さらに、首
都圏以外のグループ百貨店での期間限定イベント開催や外商と
の連携を強めることで、より多くのお客さまにサービスに触れ
ていただき、目指す社会の実現に向けて事業を拡大しています。

グループ百貨店

　新型コロナウイルス感染症予防策の一環として、店頭やバッ
クオフィスなど、さまざまな場所で使用していたアクリル板。
2023年5月の「5類」移行後にはその多くが撤去され、その処分
やリサイクルの方法は社会的な課題となっています。
　伊勢丹新宿本店では、社内で使用していたアクリル板の一部
をショーウィンドウの装飾として活用。まずは社内で使い道を
見つけ、新たな命を吹き込みました。
　ショーウィンドウでの使用分以外についても、再資源化を行
えるよう、検討を進めています。

アクリル板の再活用
グループ百貨店

衣料品リサイクル

Recycle
資源を再生する

　アパレル産業は、さまざまな産業の中でも環境負荷が高いと
いわれています。カテゴリ別売上の中でもアパレルの比重の高
い百貨店として、役目を終えた衣料品の廃棄量を減らすために、
一部の地域百貨店では衣料品回収の機会も設けています。
　回収後の衣料品は、リサイクルのパートナーであるアミアズ（株）
を通じて、ボード、糸、紙のいずれかに再生されます。

グループ百貨店

　リサイクルフローにおける大きな課題の一つは、機械化が難
しい、素材ごとの仕分けや付属品（ボタン・ファスナーなど）の取
り外し作業です。細かな手作業を含み高度な集中量を要するこ
の工程においては、障がい者が働く事業所と協業して分類や仕
分けを行った後、国内の拠点でリサイクルを行っています。
　2023年度は、静岡伊勢丹および新潟伊勢丹にて回収を実施

（10月末時点実績）。ご持参いただいたお客さまには店舗内でお買
物を楽しんでいただいており、リサイクルをきっかけとした新た
な経済価値にもつながっています。

伊勢丹新宿本店「WATCH COLLECTOR’S WEEK」
開催時のショーウィンドウ

リサイクルされ生まれ変わった後の衣料品の一例
（左から）リサイクルボードを利用した回収ボックス（i'm green）、再生糸、再生紙

2023年9月にリニューアルオープンした
日本橋三越本店「i'm green」
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

TOPICS
百貨店の取り組み“think good”

　“think good”とは、彩りある豊かな未来に向けて「想像
力を働かせ、真摯に考えることからスタートする」という想
いが込められた合言葉です。2021年4月より、サステナビ
リティ基本方針に基づいて本取り組みをスタートしました。

①生態系を含む地球環境や、関わる人、社会に配慮した品揃え
②4Rの推進
③文化・技術・感性の発信

の3つを考え方の柱とし、本業を通じたサステナビリティ活
動を行っています。
　私たちはこれからも、お客さまやお取組先、地域社会など、
あらゆるステークホルダーの皆さまと共に、多様な価値観
を大切につなぎ、さまざまな選択肢を増やすことで、持続可
能な社会と彩りある豊かな未来の実現を目指していきます。

　当初の“think good”キャンペーンは首都圏5店舗（新宿・日本
橋・銀座・立川・浦和）と三越伊勢丹オンラインストア上のみの開
催でしたが、2022年度秋から首都圏をはじめ、札幌三越・丸井今
井札幌本店、高松三越、福岡三越、岩田屋本店と連携し、グループ
一丸となって取り組みの拡大を図っています。
　4月の“think good”キャンペーンでは「いろいろ、いろ。」を
テーマに、春にぴったりのカラフルなデザインや、一人一人の気
持ちに寄り添ってくれるアイテムまで、個性豊かなラインアップ
を集めてご紹介。「心惹かれるアイテムを手に取ったら、実はサス
テナビリティにつながっていた！」と、気づきになるような素敵
な商品や企画を揃えました。
　10月のキャンペーンは「こんにちは、またね、よろしくね。」が
テーマ。環境に配慮した商品や、リメイクなどで生まれ変わったア
イテムに「こんにちは」。リサイ
クルなど、次の人の手へ受け継
ぐものに「またね」。お手入れや
リペアで再び蘇るものには「よ
ろしくね」というポジティブな
想いを込めました。

　三越伊勢丹では、ファッション業界における循環型社会の実
現にアプローチすべく、“think good”でも4Rにフォーカス。
2023年10月のキャンペーンでは、伊勢丹新宿本店・三越日本橋
本店・三越銀座店・岩田屋三越のメイン企画として、ファッショ
ンを通じて新しい未来を示唆していくプロジェクト「ピース de 

“think good”についての考え方

“think good”の取り組みについて

2023年度 “think good”キャンペーンは、
地域グループ店にも拡大

残反を「ピース」に
“新しい価値”のあるものづくりに活用

　三越伊勢丹グループでは、通年の取り組みのほか、年2回
“think good”を掲げたキャンペーンを各店舗にて開催し、
「三越伊勢丹グループの考えるサステナブル」をご提案して
います。4月は「アースデイ」、9月は「SDGs週間（グローバ
ル・ゴールズ・ウィーク）」といった、世の中の関心の高まり
に合わせて実施しています。取り組みスタートから3年目と
な る2023年 度 は、各 店 の 担 当 が 一 丸 と な っ て“think 
good”を加速させるべく、季節や歳時記ごとのお客さまの
関心に合わせ、積極的に“think good”を軸とした企画を実
施しています。

ミライ」を行いました。2022年3月に開催した「デニム de ミラ
イ」を進化させ、国内外のさまざまなブランドや企業から残反な
どをご紹介いただき、それらの「ピース」を“新しい価値”のある
ものづくりに活用しました。
　「ピース de ミライ」の取り組みのなかで大切にしているのが、
これからのファッション業界を担う世代にも参画を呼びかける
こと。今回は文化服装学院、エスモード東京校、エスモードパリ校、
多摩美術大学の4校に伊勢丹新宿本店のバイヤーが訪れ、大量の
ユーズドストックなどファッション業界が直面している問題や

「ピース de ミライ」で目指すものについてお話しし、作品づくり
に参加いただける学生を募りました。
　ユーズドストックとして山のように積み重なっているデニム
の姿から着想を得たドレスや、使用する糸を削減するため布端の
ほつれを活かしたデザインなど、各々の視点で「ピース de ミラ
イ」が持つ背景を組み込んだ、独創的な作品が仕上がりました。
　学生による作品は、10月11日～10月24日の期間中、伊勢丹新
宿本店のショーウィンドウや店頭にてディスプレイ。お客さまや
お取組先をはじめとするステークホルダーの皆さまから、「ピース 
de ミライ」に多くの反響とご支持をいただきました。
　“think good”キャンペーンは、今後ますます開催店舗を拡大
しながら、持続可能な社会と彩りある豊かな未来を目指していき
ます。

参画いただいた
文化服装学院・
石田凜々花さん（左）と
見奈美秀斗さん（右）の
作品
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ
重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

原料調達・
農家・漁業

想定されるリスク

一次お取組先 廃棄・
リサイクル

三越伊勢丹
グループ

ハラスメント

プラスチックごみに
よる環境汚染

食品ロス

衣服ロス安全・安心

CO2排出化学物質

過重労働

森林伐採

強制労働

物流 消費者利用

品質管理の不足

1 法令順守と公正な事業活動
2 品質管理
3 人権への配慮
4 環境への配慮
5 情報の管理
6 地域社会の課題解決への貢献
7 反社会的勢力の排除
8 教育とコミュニケーション

お取組先への依頼項目

持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

　私たちは企業理念のなかで大切にする思考と行動の一つとし
て、「常に真摯な姿勢で、健全な方法を選択し、社会的責任を果た
す」ことを定めています。企業理念につながるサステナビリティ
の重要な取り組みの一つとして、環境や人権などの社会課題に配
慮した持続可能な調達活動の構築を推進しています。

サプライチェーン・マネジメント

　当社グループのサプライチェーンは長く、それぞれの段階に
はさまざまなリスクが潜在しています。私たちはお取組先の皆
さまと協働してそのリスクを低減し、社会に対する責任を果た
していきます。
　2018年度に「三越伊勢丹グループ人権方針」「同調達方針」を制
定し、2022年1月にはサプライチェーンワーキンググループを発
足させ、サプライチェーン上の社会課題の解決にどのように貢献
するか議論を進めてきました。持続可能な調達活動の実現に向け
て、2023年度は以下のような取り組みを実施しています。
● 各方針類の再整備とお取組先行動規範の制定
● サプライチェーン・マネジメントに関する従業員教育
● お取組先とのコミュニケーション

従業員への教育

　サプライチェーン・マネジメントの重要性や方針類の再整備
について従業員の理解を深めるため、eラーニングによる教育
を実施しました。本教材では、責任ある調達が求められる背景
や従業員が当事者意識を持つことの重要性について解説して
おり、グループ全社で9,000人以上（2023年9月時点）が受講
し、業務での実践に活用しています。
　また、伊勢丹新宿本店と三越日本橋本店のバイヤーを対象に、
お取組先とのコミュニケーションに関する勉強会を開催しまし
た。調達に関わる従業員として正しい知識を持ち、お取組先と適
切・効果的にコミュニケーションをとれるよう、実際の対話を想
定した、より実践的な内容のワークショップを実施しています。

バイヤー向けセミナーの様子

当社グループを取り巻くサプライチェーン構造のイメージ

お取組先行動規範を制定

　2023年4月、「三越伊勢丹グループ人権方針」と「同調達方
針」を改訂しました。これは、国際規範や国内外のガイドライン
をあらためて参照するとともに、社会潮流の変化を踏まえ、当
社グループが取り組むべき社会課題に関する姿勢を示したも
のです。そのうえで2023年6月に「お取組先行動規範」を制定
し、お取組先・調達先にもご理解・実践をお願いしています。

　これらの依頼項目は全て同様に重要であり、今までも当社グ
ループがお取組先と協力して取り組んできた内容です。なかで
も近年、人権や環境への配慮について社会的な要請が高まって
いることを受けて、より一層の留意が必要ということをお示し
しています。
　当社ウェブサイトでは、各項目について詳細な解説を加えた

「解説版」を同時に公表し、本行動規範へのご理解と、お取組先
とその調達先も含めた実践にお役立ていただくよう働きかけ
を行っています。

海外店舗の取り組み
2022年に調達方針を中国語・英語に翻訳し、2ヶ国

（4拠点）のお取組先約1,400社・グループに対して送付しまし
た。2023年に改訂および制定した「人権方針」「調達方針」

「お取組先行動規範」を海外27店舗の従業員に対して配布し、
一人一人の実践を求め、一部店舗では国内の教育教材を翻
訳し現地従業員への研修も実施しています。
　今後は、お取組先の実践状況や課題の把握のため、アン
ケートおよび対話の実施を検討していきます。

TOPICS



3 9

 
イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

お取組先とのコミュニケーション

　百貨店業を中核とする当社グループのサプライチェーンの大
きな特徴が、非常に多数のそして多様な業態のお取組先に支えら
れているということです。お取組先のご理解とご協力をいただく
ため、以下のステップでコミュニケーションをとっています。

①お取組先行動規範の通知
当社グループの主要事業である百貨店業のお取組先を中心
に、約6,000社に対してお取組先行動規範と解説版を送付し、
お取組先の皆さまのご理解と実践を求めています。

②方針説明会での説明
年に一度、主要なお取組先に向けて説明会を開催し、当社の取
り組みに関するご報告と、当社方
針へのご理解・ご協力をお願いし
ています。2023年度は9月に開催
し、約600社にご参加いただきま
した。

③アンケート調査の実施
当社グループ方針の浸透度とお取組先の状況についてモニタ
リングするため、定期的にアンケート調査を実施しています。
アンケートを通じ、潜在リスクをはじめとするサプライ
チェーン全体の状況把握を行っています。

④お取組先との対話
伊勢丹新宿本店と日本橋三越本店のお取組先を中心に、バイ
ヤーがサプライチェーン上の課題に関する対話を実施し、調達
活動におけるリスクや課題についての情報共有と意見交換を
行っています。2023年10月時点で198社と対話を行いました。

　当社はこのようにお取組先との日頃からのコミュニケーショ
ンを重視し、社会課題に対し協力して取り組む関係性の強化を
図っています。

　お取組先行動規範の制定を受け、お取組先にその内容を
お伝えしていくにあたり、商品の仕入れ・調達を行う担当
者としての責任や求められる視野の広さ・視座の高さを今
まで以上に実感しています。お取組先と一層の発展的な取
り組みができるよう、今後も理解を深めていきたいと思っ
ています。現在、当社方針についてのご理解と各社の取り
組み状況の確認のため、複数のお取組先と対話を実施して
います。日頃の商談は売上施策やプロモーション企画など、
お客さま満足やお互いの売上向上に関わる内容が主でし
たが、今回の対話では、サプライチェーン・マネジメントや
各社の方針についてお話を聞くことができ、お取組先の新
たな一面を垣間見ることができました。
　あるお取組先では、通勤時にマイボトルを持参する方が
8割いらっしゃり、社内の自販機にペットボトル製品が置
かれておらず、日常から環境に配慮した行動が習慣化され
ているというお話を伺いました。また、会社指定の資格を
取得した社員の方に毎月の給与が積み増しされるという
個人の自律的成長を促す制度を運用されているお取組先
もいらっしゃいました。私自身、とても共感し、「当社にも
あったらいいな」と感じる仕組みや制度についてお話を
伺ったことで良い刺激を受けました。
　今後も、対話を通じてお取組先とのより一層の協力関係
を築き、お客さまやステークホルダーに信頼される調達活
動を行っていきます。

　（株）三越伊勢丹プロパティ・デザインの主要事業である建
装・住環境事業では、多数のお取組先との協力により付加価値
の創造につなげています。建設業界では、昨今、サステナビリ
ティについて声高に叫ばれてはいるものの、当社を含め個々の
企業の具体的取り組みはまだまだ進んでいないのが実態で、労
働安全衛生を含む働く環境の整備も課題として捉えています。
　建設業においては、環境や人権リスクの中でも、①労働安全衛
生の確保、②長時間労働の是正、③労働力不足を背景とする外国
人労働者の人権の3点について、特に留意が必要と考えていま
す。人財不足に直面するなかで、サプライチェーンにおいて人権
リスクがどこに潜んでいるのかを適切に把握し、その実態に応
じた施策を展開することで、当社の企業価値向上のみならず、業
界としても魅力を高め活性化させることにつなげてまいります。
　今回、当社では約700社にお取組先行動規範をお送りしまし
た。また、職場での労働災害の撲滅や環境保全活動の推進に努
めることを目的としてお取組先約
100社が参画する「安全衛生協力
会」を発足させており、その年次大
会において社長自ら「お取組先行
動規範」の内容についてご説明し、
お取組先の理解を求めています。
現在、次のステップとして個別のお取組先との対話会を通じて
相互理解を深める活動を続けていますが、お取組先の受け止め
は大変好意的で、当社の投げかけをきっかけとして社会課題解
決に対する機運が業界全体で高まっていることをひしひしと
感じます。

お取組先方針説明会の様子

（株）三越伊勢丹プロパティ・デザイン
技術・調達統括部長

石本 聡

（株）三越伊勢丹
営業本部 第1MDグループ
新宿ライフデザイン商品部
ホームファニシング・
キッチンダイニング バイヤー

木屋 龍太

INTERVIEW INTERVIEW

調達を行う担当者としての責任 業界内に社会課題解決の機運を醸成

安全衛生協力会の様子
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　当社グループでは、人権を尊重する経営を推進するため、人権
デュー・ディリジェンスに取り組んでいます。

　多くのお取組先にご協力いただき、サプライチェーン全体の
状況のモニタリングと潜在するリスクの評価を行っています。
そして、そのリスクを防止・低減するために従業員への啓発を行
うとともに、同様の取り組みをお取組先にも要請しています。
　苦情処理メカニズムについては、店舗で働くお取組先の従業
員までを対象としたホットラインを設置しています。今後は、サ
プライチェーンに開かれた相談窓口の設置について検討し、権
利の侵害を受けた当事者がより声を上げやすく、受け付けた相
談に対して適切な対応ができる体制づくりを目指します。
　人権デュー・ディリジェンスは一度実施して終わりではなく、
繰り返し継続して実施していくことが重要な活動です。今後も、
お取組先の皆さまと連携しながらこれらの取り組みの精度を向
上させ、持続可能なサプライチェーンの実現に向けた取り組み
を推進していきます。

　当社グループの中核である百貨店業は、多様な商品・サー
ビスを提供しており、当社グループと直接取引を行うお取組
先だけでも約2万社に支えられています。2021年に調達に関
するアンケートを実施したところ、お取組先の業種・事業分
野・規模がさまざまであることから、人権課題も一様ではあ
りませんでした。
　そこで、当社グループによる人権デュー・ディリジェンスで
は、「ステークホルダーとのコミュニケーション」を最も重要
なポイントとし、その一環として、2022年度には34社のお取
組先と持続可能なサプライチェーンに関する個別対話を行い、
潜在的なリスクを紐解き、当社グループとしてすべきことを
検討しました。対話では、お取組先の多くが人権や環境配慮の
重要性は認識しているものの、具体的な取り組み手法につい
て苦慮していることが分かり、取り組みの一助にしていただ
きたいという思いで、2023年6月に「お取組先行動規範」とそ
の解説版を公表しています。解説版は、用語解説や参照すべき
行政・業界のガイドラインなどをご紹介し、各社のルールづく
りに役立てていただくことを目的としています。
　私たちの存在意義は、あらゆるステークホルダーの「ここ

（株）三越伊勢丹ホールディングス
総務統括部サステナビリティ推進部

大久保 美侑

ろを動かす」ことにありますが、今般の方針類の整備をきっ
かけに、従業員だけでなく、お取組先行動規範の制定や対話
を通してお取組先・調達先のこころを動かしつつあることを
実感しています。
　百貨店業を中核とする当社グループにおいては、お客さま
に共感いただき、ご安心いただける商品・サービスを提供し続
けることがサステナビリティだと考えます。2013年より毎年
実施しているお客さまアンケートでは、商品の品質や安全性
に関する高い期待が寄せられており、そうした理由からも責
任ある調達に取り組むことは必然であると言えます。今後も
お客さまの期待に応え続けるため、当社グループらしい責任
ある調達に取り組んでいきます。

リスクの特定と評価
お取組先アンケートの
分析によるリスク評価方

針
類
の
整
備

苦
情
処
理
窓
口
の
整
備

ステークホルダーとのコミュニケーション

是正・防止・低減の仕組み

人権デュー・ディリジェンス
のサイクル

従業員教育による社内浸透
お取組先行動規範の周知

モニタリング
お取組先アンケート
や対話による確認

情報開示
ウェブサイトや各種レポート

で開示

1 2

4 3

当社グループが目指す人権を尊重する経営の全体像

人権デュー・ディリジェンス INTERVIEW

お取組先の“こころを動かす”仕事

※経団連会長、日商会頭、連合会長および関係
大臣（内閣府、経済産業省、厚生労働省、農林
水産省、国土交通省）をメンバーとする「未
来を拓くパートナーシップ構築推進会議」
における「パートナーシップ構築宣言」

パートナーシップ構築宣言
当社グループは、お取組先や価値創造を図る事業者の皆さまとの連携・共存共栄を進

めることで、新たなパートナーシップを構築することを宣言する「パートナーシップ構築宣言※」
の趣旨に賛同し、2022年8月に同宣言を公表しました。調達・人権方針に基づいた個別項目を
掲げることで、お取組先や事業者の皆さまとの連携・共存共栄のための取り組みをより明確に
宣言しています。今後も公平・公正な取引を通じ、お取組先との信頼関係を築き、「社会的価値」
と「経済的価値」を両立しながら、持続可能な社会、豊かな未来の実現を目指します。

TOPICS
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各店舗

不適の改善確認を
行い最終報告

店舗の点検を行い
不適の改善を指示

※品質管理にも情報共有

スタッフ部門
（総務等）

食品レストラン
取扱部門 品質管理

STEP 1 STEP 2

三越伊勢丹グループは、お客さまのニーズとともに多様
化する商品やサービスについて、常に安全・安心を最優
先に、お客さまのご満足と信頼に応えられる品質を追求
します
● 関連する法令を順守するとともに、お客さまにご満足

いただける品質をご提供するために必要な自主基準や
ルールを作成し、お取組先を含めた社内関係者全員に
周知いたします

● お客さまへ安全・安心な商品をご提供するために、表
示・外観・衛生などの点検活動を推進し、当社グループ
社員一丸となって実践します

● 品質管理に必要な検査体制を社内に整備し、維持して
いきます

●環境や資源への配慮、適正な商品調達も含め、品質管理
面からのトータルサポートに取り組みます

品質管理への姿勢

「アレルギー強化月間」点検フローイメージ

品質管理基準・ルールの運用

　当社グループが安全・安心な商品をお客さまにご提供するた
めに、法令順守に加え、当社グループ独自の品質管理基準やルー
ルを定めているものがあります。例えば、食品・レストラン、化粧
品、宝石・アクセサリー、衣料品などですが、商品分野に応じて幅
や深さを持たせることで、お客さまのご期待に応えられるよう
にしています。
　また、品質に関連する多くの基準やルールの順守は、お取組先
との連携を欠かすことができません。当社グループ従業員、お取
組先、そして品質管理が一体となって、安全・安心な商品をご提供
するために、基準やルールの適正な運用に日々取り組んでいます。

三越伊勢丹グループ 食品衛生管理計画書
～HACCPの考え方を取り入れた食品衛生推進活動～
　2021年6月から制度化されたHACCP※の考え方を取り入れ
た食品衛生管理計画書です。当社グループの独自ルール（食品取
扱基準、デリバリールールなど）も含まれた内容で、お取組先と
共に食の安全を確保するためのマニュアルになっています。
※HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point：ハサップ）：国際的な食品

衛生管理方法の一つ

三越伊勢丹グループ アレルギー情報提供マニュアル
　食物アレルギーは、一歩間違えれば生命の危機につながる重
要なファクターです。正しいアレルギー情報を提供することで、
お客さまに安心して食品を購入し、召し上がっていただけるよ
う、このマニュアルに当社グループのルールをまとめています。

三越伊勢丹グループ 化粧品類・エステ類NGワードルール
　化粧品に関わる表現について、表現可能な効能・効果を示すと
ともに、化粧品類やエステ類にはNGワードを設定し、適正な表
現を推進しています。

社内体制の構築と推進

百貨店の商品点検
　百貨店では日常的に商品点検を行っています。

　いずれも店頭のスタッフを中心に、各店舗が主体的に取り組
んでおり、商品の安全性確保に大きく寄与しています。

自主点検
　 ●食品衛生事故予防点検
　 ●アレルギー強化月間
　それぞれ年2回の自主点検を実施し、事故の未然防止に取り組
んでいます。いずれの点検も、お取組先が自らの課題を把握し、
改善につなげられるよう相互の確認が重要です。

　三越伊勢丹グループは、長い歴史において、常にお客さまに安
全・安心な商品をご提供することを念頭に、品質の確保に取り組
んできました。
　品質管理は持続可能なサプライチェーンの構築において、調
達にも大きく関わる業務であると同時に、お客さまアンケート

P.14 でも常にご期待の上位である「商品の品質・安全の確

保・正確な表示」にも該当しており、社会的責任を果たすべく、
日々の業務に取り組んでいます。

品質管理

　百貨店はさまざまな商品を取り扱っており、その多くは仕入れ
品であることからも、サプライチェーン全体を幅広く見渡すこと
が今の品質管理に求められており、かつ必要だと考えています。

日常点検「お買場商品点検」
　全店全お買場（売場）を対象に、陳列している商品の点検を毎
月、品質管理担当が発信するテーマに基づき実施しています。商
品の点検を行うことで、販売前に不適品を排除できると同時に、
スタイリスト（販売員）のスキルアップにもつながっており、お
客さまに商品をお渡しする前の最終点検として重要な役割を果
たしています。

●会社のディフェンスラインの機能を働かせながら
重点リスクの未然防止策として行っている「自主点検」

●商品の安全性を販売前に確認するための「日常点検」
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イントロダクション 企業ビジョン 重点取り組み グループガバナンス人・地域をつなぐ 持続可能な社会・時代をつなぐ

重点取り組み 1 重点取り組み 2

従業員満足度の向上
重点取り組み 3

脱炭素社会に向けて 持続可能なサプライチェーンの構築に向けて

品質知識を習得できる従業員教育の実施

　商品に関連する品質管理の知識は、スタイリスト（販売員）が
お客さまに必要な商品情報をご説明するうえでも、お客さまの
安心とご満足につなげるためにも、とても重要です。また、これ
までの百貨店領域のみならず、新規事業においても、品質管理は
同様に欠かせない知識の一つです。
　品質管理担当が毎年作成しているオリジナル教材「知ってお
こう品管テスト」は、三越伊勢丹グループで働く従業員の誰もが
品質管理知識を習得できる内容となっており、2023年度は、延
べ12,000人以上が受講しました。必要な知識を得られるよう、
教育資料の充実に取り組んでいます。今後も、当社グループで働
く誰もが分け隔てなく品質管理の知識を得られるメニューと
ツールの提供、環境づくりに取り組み、商売の基盤づくりに貢献
していきます。

お取組先との連携

　品質管理は、サプライチェーン・マネジメントにおける課題の
一つです。2023年6月に制定した「お取組先行動規範」をベース
に、お取組先とのさらなる連携を進めています。
　当社グループが販売する商品の品質は、一次生産者や原材料
加工会社などにおける品質がそのまま引き継がれていくため、
販売前に商品点検するだけでなく、川上まで遡って適正に製造
が行われているかを管理することが、とても重要です。ここがま
さにサプライチェーン・マネジメントにおける品質管理の観点
であり、適正な管理を行うことが、お客さまに安全な商品を提供
し続ける責務と考えています。

当社品質管理基準の共有
　お取組先から適正な商品を納品していただくために必要な当
社グループの品質管理基準を共有しています。

「三越伊勢丹グループ 品質管理基準」
　※衣料品・雑貨・リビング製品の総合基準書

「三越伊勢丹グループ 食品衛生管理計画書」
「アレルギー情報提供マニュアル（お取組先版）」
「化粧品類・エステ類NGワード集」

　今後も、環境負荷低減のための取り組みや、DX化による商売
のスピード向上など、さまざまな外部環境変化が考えられます。
そういった変化に対応し、お取組先にとっても活用度が高いと
感じていただけるよう、内容のブラッシュアップを続け必要な
基準を追加しながら、商品に関連する課題解決に一緒に取り組
んでいきます。

新規お取組先の確認スキーム
　当社グループでは、お取組先と取引を開始する際に品質管理
体制を確認しています。

①お取組先の品質管理体制の把握
②表示等が各種法令に準じた内容であるかの確認
③商品等の品質が確保されていることをデータなどで確認
④三越伊勢丹グループ品質管理基準の共有

　お取組先の規模はさまざまであるため、まずは正しい商売が
一定レベル以上でスタートできるよう、必要な法令や知識など
を最初にお伝えしています。このスキームは、お取組先の知識向
上を図ることに加えて、取り組みを開始するその時点から、相互
理解を深めるためにも大きな役割を果たしています。

化学物質への対応
　「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律」で規制さ
れている化学物質への対応を百貨店各店舗で行っています。

（１）ホルムアルデヒド
直輸入品やベビー用繊維製品を中心に、規制の対象となる
商品の検査データの確認や、ベビー用品を販売している什
器類を含めた環境測定を実施し、安全性の確保に取り組ん
でいます。

（２）特定芳香族アミンを容易に生成するアゾ染料
当社グループとして、和装や座布団を対象品としています。
また、食品以外のお取組先からは「有害物質不使用宣言書」
などをご提出いただき、安全性の確保に貢献しています。




